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【補助事業概要の広報資料】 

 

補助事業番号  ２２-１４ 

補助事業名   平成２２年度デジタルコンテンツの保護・活用に関する調査研究等補助

事業 

補助事業者名  財団法人デジタルコンテンツ協会 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

我が国におけるＩＴの高度かつ積極的な活用を一層促進するため、コンテンツに係

る知的創造サイクルの好循環に資する法的環境整備、デジタルコンテンツの市場環

境変化について調査することにより、ＩＴ利活用者に対する良質なコンテンツの提

供と戦略的活用を促し、もって機械工業の振興に寄与する。 

 

（２）実施内容 

① コンテンツに係る知的創造サイクルの好循環に資する法的環境整備に関する調査

研究(http://www.dcaj.org/report/2010/data/dc_10_02.pdf) 

産・官・学・法曹等の各界の専門家１３名により構成する調査研究委員会を設置し、我が

国におけるコンテンツ関連のこの 10 年の法整備を年表化し、網羅的に整理すると

ともに、未整備のままとなっている法的課題とそれらの解決の方向性を明らかにし

た。また、音楽分野における権利問題の 10 年と今後について整理した。さらに今

後の法整備の参考に資するため、米国における著作権リフォーム提言を翻訳し紹介

した。調査研究の成果を報告書にまとめ公表した。 

 

②  デジタルコンテンツの市場環境変化に関する調査研究 

(http://www.dcaj.org/report/2010/data/dc_10_01.pdf 

学識経験者及び業界有識者９名をもって構成する市場調査研究委員会を設置し、「コン

テンツ「コンテンツ産業の最新動向」「コンテンツの利用実態」の２テーマに関して

調査を行った。ブロードバンド化、映像配信が非常に進んでいる韓国、コンテンツ関連産

業の振興が著しい中国やインドについても調査した。調査結果を報告書にまとめるととも

に専門講師５名を招きセミナーを開催した。 
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２ 予想される事業実施効果 

① コンテンツに係る知的創造サイクルの好循環に資する法的環境整備に関する調査 

コンテンツ関連の法整備を網羅的にまとめたほか、当該分野で先行する米国研究者の

提言書を翻訳したので、我が国研究者や立法関係者の有益な参考に資料となり得る。

著作権問題には一般の関心が高いことから、本報告書の引用等が期待される。 

 

  ② デジタルコンテンツの市場環境変化に関する調査研究 

今回まとめた電子書籍や映像配信ビジネスについての課題、施策に対する提言は、コ

ンテンツ制作者、利用者、および事業者それぞれが利益を享受できる電子書籍や映像

配信ビジネスの創造に効果がある。 

 

３ 本事業により作成した印刷物等 

コンテンツに係る知的創造サイクルの好循環に資する法的環境整備に関する調査報告

書 ３００部 

 

【表紙写真】 
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【目次写真】 
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デジタルコンテンツの市場環境変化に関する調査研究報告書 ３００部 

【表紙写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【目次写真】 
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４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人デジタルコンテンツ協会（デジタルコンテンツキョウカイ） 

住  所： 〒108-0082 

東京都千代田区一番町23-3日本生命一番町ビル 

代 表 者： 会長 足立直樹（アダチ ナオキ） 

担当部署： 総務部部長（ソウムブブチョウ） 

担当者名： 山本純（ヤマモト アツシ） 

電話番号： 03－3512－3900 

F A X   ： 03－3512－3908 

E-mail  ： webmaster@dcaj.or.jp 

ＵＲＬ  ： http://www.dcaj.org/ 

 

http://www.dcaj.org/

